
○阪神淡路大震災（兵庫県南部地震）（平成7年1月17日）

1．大規模土砂災害の発生状況

西宮市仁川百合野町地区における地すべり災害（死者行方不明34名）

提言案参考資料
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①
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【災害の概要】
平成7年1月17日、兵庫県の淡路島北部を震源に、M7.2、最大震度７の地震が発生。
死者行方不明者6,437人、重軽傷者43,792人(H18.5.19消防庁公表)にのぼり、高速道
路の倒壊をはじめとするライフラインの寸断、都市火災をはじめ、土砂災害による被害
も甚大となった。都市災害が注目されていた背景で、西宮市仁川百合野町地区におけ
る地すべりによる34名の犠牲者をはじめ、がけ崩れ等により計40名の土砂災害による
死者行方不明者が出た。
仁川百合野町地区の地すべりにおいては、20日に県からの要請による専門家派遣、
伸縮計の設置等、二次災害防止のための危機管理が実施された。



芋川

○新潟県中越地震災害（平成16年10月23日）
木籠地区（東竹沢上流）における天然ダムの形成

【災害の概要】
平成16年10月23日、新潟県中越地方においてM6.8の地震が発生し、震度７以上を観測。死
者67名（うち4名が土砂災害による犠牲となった）、重軽傷者4,795名（新潟県中越大震災災害
対策本部H18.9.22報道資料参照）、道路・ライフライン寸断、集落孤立、天然ダムの形成等、甚
大な被害をもたらした。
当初はＪＲ上越新幹線の脱線事故、国道寸断等の被害が注目されたが、その背景で、妙見
の土砂崩落による車両中の母子３人が巻き込まれる災害、山古志村の全集落孤立、大規模
天然ダムの形成をはじめとする、山間部を中心とした土砂災害に伴う被害も甚大であり、土砂
災害に係る危機管理対応も急務であった。
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○長野県稗田山崩壊（明治44年8月9日）
【災害の概要】

1911年（明治44年）の8月9日に姫川支川の浦川上流の稗田山が大崩壊を起こし、姫川合流地点をせき止めた。天然ダムの高さは60ｍ、上流に位置す
る下里瀬集落の大半である50戸を水没させ、死者２３名を出した。さらに天然ダム形成の4日後に、天然ダムの一部が決壊し、下流の来馬集落を押し流し
た。翌年の７月にも再び天然ダムが決壊し、姫川の河口まで30kmの区間で大きな被害を出した。

崩壊地

河道閉塞による
湛水範囲

天然ダム

土砂氾濫区域

姫川

浦川

国道148号

新潟県
長野県



鳴滝川（長崎市鳴滝町）
死者・行方不明者 24名

芒塚川（長崎市芒塚町）
死者行方不明者15名

【災害の概要】
昭和57年7月23日～24日にかけての総雨量572mmの豪雨により、
同時多発的に大規模な土砂災害が発生。死者行方不明者299名
（負傷者は805人）、国道34号の寸断、河川への流入等、被害は甚
大であった。
死者行方不明者299名のうち215名（72%）が土砂災害による犠牲
者であった。本災害が契機となり、土砂災害防止月間による活動が
スタートした。

眼鏡橋付近における被害

写真：長崎県、DEITz株式会社（ナガサキ・フォト・サービス）提供

矢上町の長崎市東公民館付近

○長崎県長崎災害（昭和57年7月23日～24日)



河川災害のキーワード 土砂災害のキーワード

河川災害と土砂災害との相違

河川災害 土砂災害

準用河川

県管理区間
（指定区間）

大臣管理区間

○河川の範囲内で生じる現象

河川以外での災害はない → どちらかと言えば閉鎖系

○時間的猶予がある（ex:降雨→増水→災害）

○被害の範囲が広大

○素因・誘因が限定的（降雨）

○砂防法２条・6条地域以外でも発生

斜面があれば災害活性の蓋然性→どちらかと言えば開放系

○突発的（ex:地震→災害、降雨→土石流等）

○死者行方不明者の発生確率が高い

○素因・誘因が多様（降雨、地下水の増加、地震、地形・地質等）

河川災害のキーワード 土砂災害のキーワード

砂防指定地外

地すべり防止区域外

2．土砂災害の特徴

土砂災害と河川災害との比較



【大規模土砂災害の発生するおそれのある土地（日本国土のうち山地及び丘陵地の面積） 275,000ｋ㎡】
日本の国土日本の国土3838万万km2km2のうち約７２％のうち約７２％を占める

直轄エリアや砂防指定地以外でも、大規模土砂災害は発生している

直轄砂防事業エリア直轄砂防事業エリア
約23,000km2（国土の約６％国土の約６％）

砂防法６条指定地砂防法６条指定地
指定面積２，０７０指定面積２，０７０ｋ㎡ｋ㎡
((直轄エリアの約９直轄エリアの約９%)%)

○砂防指定地面積の数値は国土交通省砂防部資料を参照（平成１７年度末）
○山地及び丘陵地の面積は国土統計要覧を参照

土砂災害の発生

法指定箇所内外における土砂災害の発生

砂防指定地砂防指定地（２条・６条）（２条・６条）
指定延べ面積１１，０１０指定延べ面積１１，０１０ｋ㎡ｋ㎡

((国土の約３％国土の約３％))



3．近年２０年（S62～H18）の土砂災害発生状況
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●道路（新宇賀地橋）水没

●ポンプ６台稼動

●ポンプ１２台稼動

●緊急排水路流末洗掘、25ｍ崩壊 ●仮排水路工事完了

●ホースルート切替

●芋川東竹沢天然ダム確認

●ポンプ搬入

●ポンプ据付完了

●仮排水路掘削開始

平
年
降
雪
日

12
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16
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12
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22
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越流発生の
おそれ（11/25）

11月17日
最高水位EL157.76ｍ

新宇賀地橋
EL153.0m

仮排水路掘削高
EL149.5ｍ

緊急排水路と仮設排水
管併用により、12月9日
から水位が急激に下降

県対応 国対応
11月５日
直轄事業スタート

仮排水路掘削（12/1～12/28）重機搬入等の準備
実際の行程

（仮排水路工事）

降雪日が例年より遅く、ぎりぎ
りの完成（大きなリスクを内在）

天然ダム越流天端標高：EL161.0ｍ
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平成１６年

（写真①）

（写真⑤）

（写真②）

東竹沢水位変化図
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4．新潟県中越地震災害による芋川流域における危機管理事例
－越流の危険と背中合わせであった芋川天然ダムの緊急対応－

発災

国（直轄）へ国（直轄）へ
の支援要請の支援要請

11日間
を要した

（写真④）

（写真③）



写真⑤ 仮排水路工（開水路）施工状況
（国土交通省）

写真① 台船による重機の運搬状況(11/14）
（国土交通省）

写真② ポンプ排水吐口部の侵食状況
（11/17）

写真④ ポンプ排水吐口部の付け替え完了

芋川天然ダムへの危機管理対応状況

写真③ 付け替え作業状況
（国土交通省 直轄事務所）

侵食の進行により天然ダム決壊のおそれ
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5.国による新潟県への危機管理支援（ヘリ・機材等による支援）

ヘリによる監視・情報収集・搬送状況

（国土交通省北陸地方整備局）

①ヘリによる危機管理支援



リモコン式バックホウ

写真出典：災害対策用機械の概要（北陸地整）
※衛星通信車、照明車は四国地整提供

待機支援車

排水ポンプ車

対策本部車

衛星通信車

SA

②国（国土交通省）による災害対策用建設機械等による危機管理支援

目　的 分野 機械名 北陸 東北 関東 中部 近畿 九州 北海道
計
（台）

行方不明者救出 機械 遠隔操縦バックホウ 2 2

対策本部車 2 2

照明車 5 2 2 9

待機支援車 3 3

電気通信 衛星通信車 1 1

芋川河道閉塞排水 機械 排水ポンプユニット 1 1

排水ポンプ車 4 6 1 2 6 19

遠隔操縦ユニット（ロボQ） 3 3

芋川河道閉塞 電気通信 Ku-SAT 7 3 3 13

・土石流監視 Ku-SAT・モニタ 8 2 2 1 13

高感度カメラ 5 5

災害対策テレメータ 1 1

無線映像伝送装置ほか 1 1

山間地域での通信確保 電気通信 衛星携帯電話 4 4

44 13 6 2 2 3 7 77

妙
見
行
方
不
明
者
救
出

芋
川
河
道
閉
塞
対
応

合　計

表 北陸地方整備局災害対策用建設機械等の出勤実績一覧

災害対策テレメーター 映像伝送システム

※都道府県においては危機管理に必要な十分な資機材を保有していない。

照明車
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死者1名

死者７名

小田井沢川　岡谷市　湊３丁目

諏訪湖

志平川 岡谷市 川岸橋原

地
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砂

砂

が 諏訪建設事務所

小田井沢川（死者7名）

長野県岡谷市における土石流災害（H18.7)

国による情報収集体制への支援が必要

6．同時多発型の災害事例

諏訪湖の水位上昇による浸水被害



鹿児島Ｈ5.8豪雨災害（死者・行方不明者64名）

死者が出た箇所

平成5年は記録的な豪雨に見舞われ、鹿児島県内各地に甚大な被害を残した。6月から9月までの度重なる豪雨により連続的に災害が
発生したが、特に8月1日は姶良地区を中心とした集中豪雨により土砂災害が発生、道路やライフラインがマヒした。また8月6日には鹿児
島地区を中心にした集中豪雨により、甲突川が氾濫した。 これらの豪雨により、土石流、がけ崩れ、地すべり等の土砂災害がシラス斜
面を中心に、いたるところで発生し、悲劇が繰り返された。

H5.8月豪雨による死者・行方不明者数

7/31-8/2 8/5-8/6
8/10

(台風7号)
合計

死者 21 37 5 63
行方不明者 1 1
計 21 38 5 64

○災害関連緊急砂防事業

○災害関連緊急急傾斜地崩壊対策事業

○災害関連地域防災がけ崩れ対策事業



・高知県土佐山田町繁藤で、昭和47年7月5日早朝に山崩れが起き、家屋が埋没した。
・この崩壊土砂の排除中に小規模な崩壊が再度発生し、消防団員1名が土砂の下敷きになった。
・このため、消防団員や一般協力者が救助作業にあたっていたが、午前10時55分に大規模な崩壊（土量約10万㎥）が
発生し、作業中の60名が犠牲となった。

高知県土佐山田町における災害（S47.7）

消防団員 一般協力者 その他 合計
死者 20 31 7 58
行方不明者 1 1 2
重軽傷者 2 5 7
合計 22 32 13 67

犠牲者数

7．二次災害が発生した事例・専門家による防止活動事例



1500/日体制による捜索活動

蒲原沢災害は、平成8年

(1996)12月6日に発生した大

規模な土石流災害である。

工事関係者14名の行方不明

者の捜索活動における二次

災害を防止するために、熟

練した経験を有する砂防の

専門家による流域状況の把

握、渓流の監視が行われた

。

ヘリコプターからの上空画

像及び蒲原沢に設置された

監視カメラの現地画像を常

時モニタリングし、土石流

発生の危険性等の確認にあ

たった。

砂防専門家によるモニター監視状況

蒲原沢土石流災害における砂防専門家の二次災害防止活動

日没後の捜索活動のため上流の監視をする職員

(二股［左支川合流点］地点)

7日 8日 9日 10日 11日 12日 13日 14日 15日 16日 17日 18日
（土） （日） （月） （火） （水） （木） （金） （土） （日） （月） （火） （水）

〈土木研究所〉

砂防部長

砂防研究室長

主任研究員

〈北陸地建〉

立山砂防所長

湯沢砂防所長

信濃下流所長

神通砂防所長

〈関東地建〉

建設専門官

日光砂防所長

品木ダム所長

〈中部地建〉

越美山系所長

富士砂防所長

技術管理課長

現地応援隊の実績



専門家の技術指導・助言による救助活動
（新潟県中越地震・長岡市妙見）



【概要】

新潟県中越地震において、車に乗っていた母子３人が地すべりに巻き込まれ、東京消防庁のハイ
パーレスキュー隊による救助活動が実施された（長岡市妙見地区）。その傍らで、（独）土木研究所の
専門技術者が二次災害に対する監視、隊員の安全確認にあたり、生存者の救出に重要な役割を果
たした。

（写真提供：（独）土木研究所、背景のコラム（妙見における砂防専門技術者の活躍についての内
容）：「これがプロの仕事だ」国土交通No.73,Jan.2007）



平成１８.10.1現在

No 非常災害対策本部の設置状況 大規模な土砂災害

1 昭和41年台風第24号及び第26号非常災害対策本部 S41.9.26 ～ 12.27 昭和41年台風26号

2 昭和42年7月豪雨及び8月豪雨非常災害対策本部 S42.7.9 ～ 12.26 昭和42年7,8月豪雨

1968年十勝沖地震非常災害対策本部 S43.5.16 ～ S44.5.2

3 昭和47年7月豪雨非常災害対策本部 S47.7.8 ～ 12.19 昭和47年7月豪雨

4 昭和49年7月台風８号

5 昭和50年8月台風5号

6 昭和51年台風第17号非常災害対策本部 S51.9.13 ～ 12.10 昭和51年台風17号

1978年伊豆大島近海の地震非常災害対策本部 S53.1.16 ～ 8.4

7 昭和53年妙高高原融雪災害

1978年宮城県沖地震非常災害対策本部 S53.613 ～ 11.28

8 昭和54年台風第20号非常災害対策本部 S54.10.20 ～ 12.4 昭和54年台風20号

9 昭和56年台風15号

10 昭和57年7月及び8月豪雨非常災害対策本部 S57.7.24 ～ 12.24 昭和57年7,8月豪雨

昭和58年（1983年）日本海中部地震非常災害対策本部 S58.5.26 ～ 12.23

11 昭和58年7月豪雨非常災害対策本部 S58.7.23 ～ 12.23 昭和58年7月豪雨

12 昭和59年（1984年）長野県西部地震非常災害対策本部 S59.9.16 ～ S60.2.19 昭和59年長野県西部地震

13 昭和60年地附山地すべり

14 昭和60年梅雨前線豪雨

15 昭和61年梅雨前線豪雨

16 昭和62年集中豪雨

17 昭和63年集中豪雨

18 平成元年台風22号

19 平成２年梅雨前線豪雨

平成5年（1993年）北海道南西沖地震非常災害対策本部 H5.7.13 ～ H8.3.31

20 平成5年（1993年）8月豪雨非常災害対策本部 H5.8.9 ～ H6.3.15 昭和5年８月豪雨

21 平成7年（1995年）兵庫県南部地震非常災害対策本部 H7.1.17 ～ H14.4.21 兵庫県南部地震

22 平成7年梅雨前線豪雨

23 平成10年集中豪雨

24 平成１１年梅雨前線豪雨

25 平成13年高知西南部災害

26 平成16年梅雨前線豪雨

27 平成16年台風10号

28 平成16年台風15号

29 平成16年台風21号

30 平成16年（2004年）台風第23号非常災害対策本部 H16.10.21 ～ 平成16年台風23号

31 平成16年（2004年）新潟県中越地震非常災害対策本部 H16.10.24 ～ 新潟県中越地震

32 平成17年台風14号

33 平成18年梅雨前線豪雨

（注：１）上記の非常災害対策本部とは、災害対策基本法（昭和３６年２２３号）に基づく非常災害対策本部。

（注：２）大規模な土砂災害とは、土砂災害の規模、被害の大きさ等から主要な災害として、激特事業を実施した土砂災害とした。

新潟県長岡市（２名）、福井県福井市（１名）

徳島県（２名）

宮崎県高千穂町（５名）・椎葉村（３名）、鹿児島県垂水市（５名）

長野県岡谷市（８名）・辰野町（２名）

愛媛県東予地域（５名）、香川県観音寺市（５名）

三重県宮川村（７名）

香川県東讃地区（１１名）、京都府宮津市（２名）

新潟県長岡市（４名）

長野県小谷村・鬼無里村（０名）

栃木県那須町（０名）

広島市・呉市（２４名）

高知県土佐清水市・宿毛市（０名）

岐阜県恵南（２名）

熊本県一の宮町（１３名）

鹿児島市周辺（６４名）

仁川地すべり（３４名）

島根県益田市・三隅町（０名）

鹿児島市（１８名）、京都府南山城地区（０名）

山形県温海町（０名）

広島県加計町（１４名）、島根県西部（１名）

島根県三隅町・浜田市周辺（１０７名）

王滝村（２９名）

長野市（２６名）

山口県柳井・大島地区（０名）、松山市

長野県宇原（１０名）

長崎市（２９９名）

兵庫県六甲（９２名）、広島県呉市（８８名）

熊本県天草周辺（１１５名）

新潟県妙高高原町（１３名）

非常災害対策本部の設置状況と大規模な土砂災害について

設置期間

　（台風、豪雨、地震によるもののみ。　　※豪雪、火山噴火、油流出を除く。）

小豆島（２９名）、静岡市・由比町（２３名）

主な被災地　　※（死者数）

高知県仁淀川周辺（６８名）

小豆島（１１９名）

山梨県西湖周辺（３２名）

8．大規模土砂災害の発生状況

非常災害対策本部が設
置されなかった大規模
土砂災害
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33災害（表）の各都道府県別の分布状況
＿ ※数字は表の番号と対応）

各都道府県では
大規模土砂災害を経験する頻度は高くない

国土交通省では、全国で発生する災害についての
経験と知見が蓄積される

国土交通省では、全国で発生する災害についての
経験と知見が蓄積される

１～２
３

４以上

発生頻度凡例

０

都道府県数

２５

１６

４

２

昭和41年から現在までの約40年間の土砂
災害について整理（人が20歳で社会人となり、
定年となるまでの約40年間を想定）

「砂防等激甚災害対策特別緊急事業」 実施箇所



9．雲仙普賢岳における警戒区域の設定（長崎県島原市）

普賢岳

N
災対法に基づく警戒区域
（平成3年9月15日～25日時点）

水無川

国道
５７号

砂防事業によ
る導流堤

国
道
２
５
１
号

島原市

深江町



土砂災害対策緊急支援チームによる危険箇所点検（10
月30日 広神村）

土砂災害対策緊急支援チームによる危険箇所点検
（砂防学会誌Ｖｏｌ．５８、Ｎｏ．６、「中越地震発生後の土砂災害危険箇

所緊急点検及びその課題」より）

10．砂防ボランティアの危機管理活動事例



【砂防ボランティア】

砂防ボランティアは、ボランティア精神に基づき幅広く土砂災害防止のために貢献する者で、原則として
各地域の砂防ボランティア協会に所属することとします。

（砂防ボランティアの活動）

１）土砂災害に関する知識の一般の方への普及、啓蒙活動

２）渓流、地盤等に生じる、土砂災害発生に関連する平常時、災害時の変状の発見及び行政等への連絡

（例）

・がけ地や地すべりにあるクラック

・井戸の水量の減。わき水の枯渇等

・渓流の土砂のたまり具合

・渓岸の崩壊状況

・山地森林の荒廃状況

・砂防ダムの堆砂状況

・砂防施設等の破損、損耗状況

・雨量計、地すべり観測機器等の観測

・必要となる関係資料の提供、通信、連絡等

３）土砂災害時の被災者の援助活動

４）土砂災害時の障害者、高齢者等への救助活動

５）その他、土砂災害防止に役立つ活動全般
「砂防ボランティアの活動」
発行：砂防ボランティア全国連絡協議会 より抜粋



事前の対応

⑥住民に対する土砂災害の規模、影響範囲等に関する情報の
提供
⑦国への専門家、資機材等の派遣要請および受け入れ体制
の整備
⑧避難指示・勧告等への支援
⑨警戒区域設定等、市町村の行う応急措置への支援
⑩事前の協定（役割分担）に基づいて実施する、天然ダムの決
壊防止、二次災害防止等のために必要な緊急盛土・排土、土
のう設置、水路の開削、ポンプ排水等の緊急措置

都道府県知事
○砂防指定地（砂防法第2条）の指定促進

○土砂法警戒区域の指定推進

事前の体制整備

○関係機関との連携体制整備

○応急措置を速やかに実施するための体
制整備

○協定等による国交省からの支援受け入れ
体制整備

国土交通大臣
○砂防指定地（砂防法第6条・２条）の指定
促進

事前の体制整備

○関係機関との連携体制整備

○応急措置を速やかに実施するための体
制整備

○事前の調査（広範な自然条件・災害履
歴・防災関連情報の把握）

事後の対応

①状況把握のための現地調査（ヘリ踏査を含む）
②土砂災害が発生している範囲に係る調査
③土砂災害が影響する範囲（被害範囲）に係る調査
④天然ダムの決壊防止に係る調査
（※③、④に係るシミュレーション、予測を含む）

⑤土砂災害および現象の進行の監視・観測

①災害関連緊急砂防等事業
②災害復旧事業
③直轄事業等の着手

緊急の調査・状況把握

監視・継続観測

緊急措置

原状への復帰

緊急時の対応
（発災および災害の進行中）

大規模土砂災害の危機管理の対応

11．大規模土砂災害の危機管理の対応



12．大規模土砂災害時の都道府県知事・国土交通省の役割(案)

発災

市町村長

要請

支援

技術的指導・
助言・勧告等

緊急措置（直轄エリ
ア内、砂防指定地
内）

緊急措置

連携

警察・消防・自衛隊・
各関係機関

支援

災対法、市町村地域防災計画、国交省防災
業務計画による従来の枠組

内容

ヘリ・通信機材等に
よる情報収集

復旧

避難指示・
警戒区域設定等

連携

技術的指導・助言・勧告等

都道府県知事

事前の体制整備

○関係機関との連携体制
整備

○緊急措置を速やかに実
施するための体制整備

国土交通大臣

事前の体制整備

○関係機関との連携体制
整備

○緊急措置を速やかに実
施するための体制整備

現行の体系

技術的指導・
助言・勧告等



発災

市町村長

国土交通大臣

連携強化（訓練、情報交換・共有等）

都道府県知事

要請

支援

技術的指導・
助言・勧告等

緊急措置

緊急措置

技術的指導・助言・勧告等（専門家によるものも含む）

連携

警察・消防・自衛隊・
各関係機関

技術的指導・助言・勧告等
（専門家によるものも含む）

緊急時における
技術的指導・助言・勧告等
（土砂災害警戒区域）

自立的な実施

支援

災対法、市町村地域防災計画、国交省防災
業務計画による従来の枠組（従来通りに機能
させる）

従来の体制の改善

○砂防指定地（砂防法第6
条・２条）の指定促進

○砂防指定地（砂防法第2
条）の指定促進

○土砂法警戒区域の指定
推進

内容

内容

ヘリ・通信機材、専門
家等による情報収集

緊急時における関与（土砂災害警戒区域）

復旧

事前の体制整備

○関係機関との連携体制
整備

○緊急措置を速やかに実
施するための体制整備

○事前の調査（広範な自然
条件・災害履歴・防災関連
情報の把握）

事前の体制整備

○関係機関との連携体制
整備

○緊急措置を速やかに実
施するための体制整備

○協定等による国交省から
の支援受け入れ体制整備

避難指示・
警戒区域設定等

緊急時における関与
（土砂災害警戒区域）

提言案の体系



（基礎調査）
第四条 都道府県は、基本指針に基づき、おおむね五年ごとに、第六条第一項の土砂災害警戒区域及び第八条第一項
の土砂災害特別警戒区域の指定その他この法律に基づき行われる土砂災害の防止のための対策に必要な基礎調査とし
て、急傾斜地の崩壊等のおそれがある土地に関する地形、地質、降水等の状況及び土砂災害の発生のおそれがある土
地の利用の状況その他の事項に関する調査（以下「基礎調査」という。）を行うものとする。
２ 都道府県は、基礎調査の結果を、国土交通省令で定めるところにより、関係のある市町村（特別区を含む。以下同じ。）
の長に通知しなければならない。
３ 国土交通大臣は、この法律を施行するため必要があると認めるときは、都道府県に対し、基礎調査の結果について必
要な報告を求めることができる。

（土砂災害警戒区域）
第六条 都道府県知事は、基本指針に基づき、急傾斜地の崩壊等が発生した場合には住民等の生命又は身体に危害が
生ずるおそれがあると認められる土地の区域で、当該区域における土砂災害を防止するために警戒避難体制を特に整備
すべき土地の区域として政令で定める基準に該当するものを、土砂災害警戒区域（以下「警戒区域」という。）として指定す
ることができる。
２ 前項に規定する指定（以下この条において「指定」という。）は、第二条に規定する土砂災害の発生原因ごとに、指定の
区域及びその発生原因となる自然現象の種類を定めてするものとする。
３ 都道府県知事は、指定をしようとするときは、あらかじめ、関係のある市町村の長の意見を聴かなければならない。
４ 都道府県知事は、指定をするときは、国土交通省令で定めるところにより、その旨並びに指定の区域及び土砂災害の
発生原因となる自然現象の種類を公示しなければならない。
５ 都道府県知事は、前項に規定する公示をしたときは、速やかに、国土交通省令で定めるところにより、関係のある市町
村の長に、同項の規定により公示された事項を記載した図書を送付しなければならない。
６ 前三項の規定は、指定の解除について準用する。

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律
（平成十二年五月八日法律第五十七号）

13．土砂法における基礎調査、土砂災害警戒区域



＜参考＞
Shewhart, Walter Andrew (1939). Statistical Method from the Viewpoint of Quality Control
Shewhart, Walter Andrew(1980). Economic Control of Quality of Manufactured Product

１4．PDCAスパイラルアップによる危機管理の質の向上

Walter A. Shewhart らによって提唱さ
れたＰDCA cycle（Shewhart Cycle）をも
とに作成。

Plan （計画）→Do （実施）→Check（評
価）→Act （改善）の四段階のサイクル
を、螺旋を描くように向上（スパイラル
アップ）させて、継続的な業務研鑽をして
ゆく概念。

危機管理の質の向上危機管理の質の向上


